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初年度の状況
     

　2018年度は中期経営計画の初年度として、国内建設事業

の競争力向上とグループ全体の収益力強化に重点的に取り組

んでまいりました。その成果に加えて経営環境が堅調に推移し

たことなどにより、連結当期純利益は3期連続で1,000億円を

超える水準を確保することができました。受注高については、

国内建築受注高は複数の大規模再開発案件の獲得などがあ

り、2007年度以来11年ぶりに1兆円を超え、連結受注高は2

兆円を上回りました。

　成長投資、特に不動産開発投資については、国内・海外に

おいて計画に沿った着実な投資を実行するとともに、新規優良

プロジェクト創出に向けた取組みを強化しております。2019

年度に入ってからも、すでに複数の大きな投資を実施してお

り、さらに、新たに決まった投資案件もあり、将来の収益基盤

構築に向けた3年間の投資計画は十分に達成できるものと考

えています。

　こうした業績動向を踏まえて、増配及び自己株式の取得によ

る株主還元の拡充、資本効率の向上にも取り組みました。

　技術開発においても急速に進展するICTやロボット技術を

積極的に活用し、土木における施工の機械化・自動化の推進、

これからも社会に信頼され
持続的に成長する
企業グループへと進化を続けます

代表取締役社長

押味 至一

建築における「鹿島スマート生産ビジョン」の策定などにより、

生産プロセスの変革を積極的に推進しています。重点施策の

各取組みは着実な成果を上げており、中期経営計画の初年度

は確かな一歩を踏み出すことができたと考えています。

2020年度に向けて

　2019年度の国内建設事業は、東京オリンピック・パラリン

ピック前に完成する大型案件の施工が進みますが、次の大型

案件の施工が本格化するのは2021年度以降になるため、

2020年度においては売上高が踊り場となることが考えられ

ます。

　そのため、2019年度は国内の建設需要の掘り起こしに注

力致します。土木においては安定的な公共投資や再生可能エ

ネルギー関連投資、建築においては首都圏を中心とする大型

再開発やインバウンドを対象とした宿泊施設への投資、製造

業における機能高度化・省人化投資などが見込まれますので、

営業・設計・施工の各部門が一層の連携を図り、積極的な受

注活動を展開してまいります。

中期経営計画（2018～2020）の進捗
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中核事業の更なる強化と
グループ収益力の拡大

　グローバル化の拡大、ICTの急速な進展、シェアリングエコ

ノミーに代表されるような社会の価値観の変化など、目まぐる

しく世界が移り変わっています。

　国内建設需要は、2021年度以降に計画される案件も多く

あるため、当面の間、堅調に推移すると期待しておりますが、

少子高齢化に伴う人口減少により、長期的には減少も見込ま

れます。また、新設中心から維持補修・リニューアルへのニーズ

が拡大すると考えております。こうした国内建設投資の量的・

質的な変容に対応し、持続的な成長を目指すために、まずは

中核事業である国内建設事業をさらに強化することが重要で

す。前回の中期経営計画（2015～2017）では構造改善に取

り組み、安定的に利益を上げることができる体質を整えること

に注力しました。続いて現在の中期経営計画（2018～2020）

においては、生産機能の補完・強化と技術開発のため、需給逼

迫職種における直傭化やM＆Aなどの取組みを掲げ、着実に

推進しています。

　同時に、国内建設事業以外の分野の成長に向けた投資や

施策への取組みにも注力してまいります。変化する時代の要請

に応えるため、BIM・CIMの技術を基軸に建設事業と開発事

業、国内関係会社、海外関係会社が連携することにより、建

設物のライフサイクル全般における付加価値の高いサービスや

ソリューションを提供して持続的な成長を目指します。公民連

携分野という新たな事業領域において、地方自治体施設の包

括管理業務を鹿島建物総合管理（株）が受託するなど、グルー

プ連携強化による具体的な成果は出始めています。

　中長期的には連結当期純利益1,000億円以上を安定確保

し、その半分を国内建設事業以外が稼ぐ企業グループを目標

としていますが、10～20年先は、当然さらに高い利益水準に

挑戦しなければなりません。具体的な数値目標を示すのは、

次期中期経営計画発表時としますが、各事業の強化は今から

確実に取り組んでまいります。

経営環境の変化を見据えて



持続的に成長するための推進力

次世代の担い手不足を解消するために

　建設業は他産業と比べて就業者の高齢化が顕著となってお

り、次世代の担い手不足は喫緊の課題です。しかし長時間勤

務、少ない休日や低い賃金水準が新規入職者確保の障害と

なっています。

　まずは、この状況を業界の先頭に立って解消していく必要が

あると考えています。徹底的な生産性向上の取組みを前提に、

関係者のご理解も得ながら4週8閉所の達成を目指すととも

に、協力会社支援を通じた処遇改善や多能工育成に取り組み

ます。これは建設業にとっては非常に大きな改革ですが、不退

転で達成しなければならないと考えています。

　生産現場のあり方を見直して、技能労働者の就労環境改善

と賃金水準の向上を目指す「鹿島働き方改革」を推進すると

同時に、ICTなどの活用による生産性の飛躍的向上を図ること

によって建設業の魅力を高めていきたいと思います。

　具体的には、ICT・AIやロボットなどの最新技術によって、技

能労働者を重労働から解放することを目指します。また、その

ような技術を駆使したものづくりの面白みを現場の魅力向上に

つなげ、特に若い人たちの協力会社への入職を促していきたい

と思っています。一人で複数の異なる作業や工程を遂行する

技能を身につけた多能工を育成する施設をつくり、技能労働

者の活躍の場を広げることも重要だと考えています。本格運用

の始まった建設キャリアアップシステムについても、働き方改

革、技能労働者の処遇改善、生産性向上といった課題解決の

ため、積極的に活用してまいります。

「次世代建設生産システム」の確立

　人口減少社会においては、現状と同じ人数の担い手を確保

することは困難であるため、担い手確保の取組みの一方で、不

足する労働力を技術によって補い、人と技術の両面から支えら

れた持続可能な生産現場を確立し、競争力を強化するための

施策を推進しています。

　建築においては、BIMを活用したフロントローディング※の

深化により、着工時までに設計図の不具合や問題点をすべて

無くし、デジタルの世界で工事を仮想的に竣工させる取組み

を徹底してまいります。工事受注の際に竣工まで見通し、実現

可能な様々な提案を織り込むことによって、厳しい競争環境下

においても利益の確保が可能な工事受注につなげます。そして

受注後には、デジタル竣工したデータを活用し、もう一段の工

夫を凝らして更なる利益の創出を図ります。

　土木においては、自動化施工の推進に引き続き取り組みま

す。土木は繰り返しの作業が多く、自動化施工を実現できれば

当社の競争力の源となりますので、この取組みを推進していき

たいと思います。

　ただし、建築工事、土木工事ともすべての作業を自動化・ロ

ボット化することは難しいと考えています。単品受注生産であ

る建設業では、個々のプロジェクトの要求水準に合致したきめ

細やかな対応には熟練技能労働者の経験に裏付けされた感

覚が大切になるため、自動化・ロボット化との調和、共存を探っ

ていく必要があるでしょう。いかに技術が進んでも人にしかで

きない部分は必ずありますので、前述した担い手確保はとても

重要です。

　また、技術開発を加速するには最先端技術を導入する必要

があります。自前主義のみによる技術開発では、世の中の急速

な進歩から取り残されるおそれがありますので、外部の知見を

活用したオープンイノベーションを強化しています。例えば、ベ

ンチャー企業を支援するファンドへ出資してシリコンバレーに

社員を常駐させているほか、技術研究所シンガポールオフィス

では海外の大学などと共同研究を広く展開しています。

　現在、現場のあらゆる生産情報を一元的に収集、集積する

体制が整いつつあります。今後は集積した膨大なデータをどの

ように活用していくかが重要なテーマとなります。建設業は

データ活用の分野ではまだまだ進化の余地が大きく、可能性

は無限に広がっています。この分野においても業界をリードす

る会社となることを目指したいと思います。

※ 設計段階で検証やシミュレーションを行い、施工時の負担を軽減すること
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社会課題への取組み

多様な収益源の構築と経営基盤の整備

　国内開発事業については、これまで蓄積したノウハウに加え

て、新しいニーズを取り入れ、海外部門とも連携し、企画力と

技術力を活かした独自性のある価値を提供していきたいと思

います。スマートシティなどに関する事業機会にも積極的に参

画してまいりますが、現在取り組んでいる案件が業績に貢献す

るようになるのは、主には2021年度以降と考えており、次な

る飛躍のためのシナリオ達成における重要な要素の一つと位

置付けています。

　海外事業においては、地域に根差した事業体制の整備を推

進するとともに、アジアにおける街づくり、北米や欧州におけ

る流通倉庫開発事業の推進、学生寮事業といった新しいプ

ラットフォームの創出・発展に注力します。また、海外のインフ

ラ関連事業については、工事完成後も継続的に利益が得られ

るビジネスの展開を図っていくために、事業への投資を含めて

焦らず長期的な取組みを進めたいと考えています。

　一方、積極的に推進している不動産開発投資は市況による

価格変動リスクなどが伴うため、採算性と成長性に加えて、リ

スク分散を考慮した投資を行うとともに、常に資本効率と財務

の健全性を十分に意識して中長期目線の最適な資産構成を念

頭においた経営を進めてまいります。

　国内関係会社を含め鹿島グループの事業領域が拡大してお

り、新たな課題やリスクにも遭遇すると考えています。それに

適切に対応し、グループの収益力を高めていくためには、グルー

プガバナンスの強化が必要です。コンプライアンス・リスク管理

体制の不断の拡充とともに、建設生産現場を支える人材、環

境の変化に柔軟に対応し多岐にわたる事業を牽引する人材、

専門能力の高い研究開発人材、先進ＩＴを応用可能な人材な

ど、多様な人材を確保・育成することが重要であると考えてい

ます。買収会社を含めて人材・財務の面からも強固なグループ

経営基盤を整備してまいります。

　当社の取締役会では、高い見識と豊富な経験を持つ社外取

締役を含めて非常に活発な議論が行われておりますので、特

に今後は長期的な方向性を議論していきたいと思っています。

　中期経営計画ではESGの観点を重視した施策を積極的に推

進し、ＳＤＧsなども踏まえ事業を通じた社会課題解決に取り組

む方針としています。これらの社会課題は短期的に解決可能なも

のは少なく、長期的・持続的な取組みが私たちにも求められるも

のがほとんどです。本業を通じた社会課題解決を推進するため、

広い視野と長期目線といった要素を当社のガバナンスに組み込む

ことが必要だと考えています。

　ＳＤＧsには、災害に強いインフラ構築や住み続けられるまちづ

くりなど、建設・開発事業に深く関連する目標が含まれており、当

社事業と極めて親和性が高く、「社業の発展を通じて社会に貢献

する」という当社の経営理念とも合致しています。当社は創業以

来、社会インフラの整備や建造物の構築の分野における社会課

題解決に努めてまいりましたが、更なるグローバル展開を拡大し

ていくなかではSDGｓをはじめとした社会・環境課題への対応を

十分に意識していく必要があります。こうした背景から、2019年7

月の経営会議において、７つのマテリアリティ（重要課題）を明確

化いたしました。（詳細はP16）

　当社グループが社会に提供する価値と経済価値の両立につ

いて、これまで建設業の使命として当たり前と考えてきた取組み

を含め役員・社員がその意義を改めて認識し、当社グループの持

続的な成長につなげたいと考えています。７つのマテリアリティを

中心に各事業部門における取組みの加速と、新しい事業分野へ

のチャレンジを促し、事業を通じた社会課題の解決を進めてまい

ります。

　近年、世界的に気候変動への対応が重要視されるようになっ

ており、マテリアリティの一つとして「低炭素社会移行への積極的

な貢献」を挙げています。当社は、2050年までの長期方針として

鹿島環境ビジョン「トリプルZｅｒｏ2050」を掲げており、CO2排

出量の具体的な削減目標を設定し、「自社事業における活動」と

「顧客の事業活動支援」の両面から取り組んでいます。現在、国

内建設現場におけるCO2排出量を把握するシステムの導入を進

めており、2020年度までには全現場の排出量把握が可能になり

ます。この定量的に把握したデータを基に具体的な削減策を進め

てまいります。
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ステークホルダーの皆様へ

　近年、好調な業績が続いています。今後もこれを維持・継

続し、更なる成長を目指すためには、経営陣はもとより、役

員社員一人ひとりが危機感を持たなければならないと考えて

います。当社はこれまで日本経済の成長・発展とともに歩んで

きましたが、180年の歴史を振り返ると、良い時期も悪い時

期もありました。時代の荒波を乗り越えていくためには長期

的な視点が不可欠です。私の頭のなかでは当社グループの目

指す将来像に向けて、次の中期経営計画を具体的にイメージ

しつつあります。

　近い将来、従来型の建設請負中心のビジネスモデルだけで

は、お客様のご期待に応え続けていくことができない可能性が

あります。もう少し長期の視点では、急速な技術革新などの影

響により、ビジネスの前提やルールが突然覆される可能性もあ

ります。経営環境が変化するなかにあっても持続的に成長する

ために、当社グループの人材と技術・ノウハウに、世界中の新

しい技術や知見を融合し、時代遅れといわれてきた建設現場

の変革と新たな価値の創出に取り組んでまいります。

　鹿島グループは売上高2兆円、従業員2万人の企業グループ

となりました。これからも優秀な人材が集まり、その人材の能

力・多様性を活かしながら、社会に必要とされ、持続的に成長

できる企業グループに進化することを目指し、着実に歩みを進

めてまいります。ステークホルダーの皆様には、今後とも格別

のご理解とご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。
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